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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

　

回次
第15期

第２四半期連結
累計期間

第15期
第２四半期連結
会計期間

第14期

会計期間

自  平成22年
      ４月１日
至  平成22年
      ９月30日

自  平成22年
      ７月１日
至  平成22年
     ９月30日

自  平成21年
      ４月１日
至  平成22年
      ３月31日

売上高 (千円) 936,359 384,605 ―

経常利益 (千円) 74,053 16,983 ―

四半期純利益 (千円) 43,759 10,816 ―

純資産額 (千円) ― 572,636 ―

総資産額 (千円) ― 1,075,368 ―

１株当たり純資産額 (円) ― 44,573.53 ―

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 3,406.20 841.98 ―

潜在株式調整後
１株当たり四半期
純利益金額

(円) 3,388.45 837.80 ―

自己資本比率 (％) ― 53.3 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 124,880 ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 46,231 ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 41,666 ― ―

現金及び現金同等物の
四半期末残高

(千円) ― 546,240 ―

従業員数 (名) ― 98 ―

(注)  １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ２  第15期第２四半期より連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載してお

 りません。

　

EDINET提出書類

株式会社ギガプライズ(E05650)

四半期報告書

 2/44



　

(2)提出会社の経営指標等

回次
第14期
第２四半期
累計期間

第14期
第２四半期
会計期間

第14期

会計期間

自  平成21年
　　４月１日
至  平成21年
　　９月30日

自  平成21年
　　７月１日
至  平成21年
　　９月30日

自  平成21年
　　４月１日
至  平成22年
　　３月31日

売上高 (千円) 896,270 509,3461,698,646

経常利益 (千円) 36,960 27,874 95,982

四半期(当期)純利益 (千円) 20,735 15,910 44,664

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) ― 191,935 191,935

発行済株式総数 (株) ― 14,097 14,097

純資産額 (千円) ― 520,211 541,641

総資産額 (千円) ― 996,1591,006,991

１株当たり純資産額 (円) ― 40,382.8042,160.93

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 1,608.561,235.053,467.75

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 1,595.651,225.633,443.89

１株当たり配当額 (円) ― ― 1,000

自己資本比率 (％) ― 52.2 53.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △39,926 ― 15,622

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △5,070 ― △ 24,182

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △41,580 ― △ 70,787

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 418,694 425,924

従業員数 (名) ― 92 89

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

３  第15期第２四半期より連結財務諸表を作成しておりますので、第15期第２四半期財務諸表については記載し

ておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、当

第２四半期連結会計期間における主要な関係会社の異動については、以下のとおりであります。

（システム開発事業）

　平成22年７月９日に株式会社ESPの株式を取得したことに伴い、連結子会社となりました。

　

　また、当社の親会社であるメディアエクスチェンジ株式会社は、平成22年９月１日に社名を変更

　し、フリービットクラウド株式会社となりました。

　この結果、当社の企業集団は、当社、親会社２社及び連結子会社１社の４社で構成されることと

　なりました。

　

事業系統図は次のとおりであります。
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３ 【関係会社の状況】

「第１ 企業の概況 ２ 事業の内容」に記載のとおり、当第２四半期連結会計期間において、新たに連結

子会社となった主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

株式会社ESP 東京都渋谷区 10,000
システム開発
事業

100
ライセンス販売
役員の兼務２名

（注）１　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

 ２  債務超過会社であり、平成22年９月末日時点の債務超過額は3,188千円であります。

　

なお、親会社であるメディアエクスチェンジ株式会社は平成22年９月１日に社名を変更し、フリービット

クラウド株式会社となりました。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 98（１）

(注) １　従業員数は、就業人員数であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）でありま

す。

３　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 89（１）

(注) １　従業員数は、就業人員数であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは事業の性格上、生産実績の記載になじまないため、記載しておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

HomeIT事業 41,911 32,798

システム開発事業 133,579 38,870

その他事業 － 3,000

合計 175,491 74,668

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円)

HomeIT事業 258,234

システム開発事業 121,103

その他事業 6,129

合計 385,468

(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

（株）アーツ 40,034 10.4

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

　

２ 【事業等のリスク】

事業等のリスクに関しましては、最近の有価証券報告書（平成22年６月25日提出）から重要な変更がな

いため開示を省略しております。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

　

契約会社名 相手先の名称 契約品目 契約締結日 契約期間 契約内容

株式会社
ギガプライズ
（注）１

猪熊　豊 株式売買契約 平成22年７月９日

平成22年７月９

日を効力発生日

とする。

株式会社ESPの全株式を譲
受ける契約

株式会社
ギガプライズ
（注）２

メディアエク
スチェンジ株
式会社

事業譲渡契約 平成22年７月21日
平成22年８月１
日を効力発生日
とする。

メディアエクスチェンジ

株式会社のフレッツサー

ビス事業を譲受ける契約

(注) １　当社は平成22年７月９日開催の取締役会において、株式会社ESPを完全子会社化することを目的として同社代

表取締役である猪熊豊氏と同氏の所有する株式を譲受ける株式譲渡契約書を締結することを決議し、同日契

約を締結、平成22年７月９日に同社を完全子会社としました。

２　当社は平成22年７月21日開催の取締役会において、メディアエクスチェンジ株式会社のフレッツサービス事業

を譲受けることを目的として、同社と事業譲渡契約書をを締結することを決議し、同日契約を締結、平成22年

８月１日に同社のフレッツサービス事業を譲受けいたしました。なお、親会社であるメディアエクスチェンジ

株式会社は平成22年９月１日に社名を変更し、フリービットクラウド株式会社となりました。

　

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当第２四半期連結会計期間の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は次のとおりで

あります。

なお、文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであり、将来に関

する事項には、不確実性を内在しており、あるいはリスクを含んでいるため、将来生ずる実際の結果と異な

る可能性を含んでおりますので、ご留意ください。

なお、当社は、当第２四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表の作成を始めております。新たに連結

の範囲に含めた子会社については設立後間もなく、当社グループの四半期連結財務諸表に与える影響も軽

微であることから、前年同四半期比較増減につきましては、提出会社の前第２四半期会計期間における四半

期財務諸表と当第２四半期連結会計期間における四半期連結財務諸表とを比較・算出して記載しておりま

す。

また、前事業年度末との比較につきましては、前事業年度末と当第２四半期連結会計期間末における四半

期連結貸借対照表とを比較・算出して記載しております。

(1) 財政状態の分析

①　資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期連結会計期間末の資産合計につきましては、借入金による現金の増加により、前事業年

度末に比べ68,377千円増加となり、1,075,368千円となりました。

負債合計につきましては、社債償還に伴う借入金の増加により、前事業年度末に比べ37,383千円増加

となり、502,732千円となりました。

純資産合計につきましては、四半期純利益43,759千円を計上したことにより572,636千円となりまし

た。

この結果、自己資本比率53.3％となっております。

②　資金の流動性

当第２四半期連結会計期間における資金の主な増減要因については、「第２　事業の状況　４　財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(3)キャッシュ・フローの状況」に記載しており

ます。
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③　資金の源泉

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、資産合計の50.7%を占める546,240千円であ

り、当該残高に加え、営業キャッシュ・フローの実績及び未使用の借入枠を勘案すると、将来の予想可

能な運転資金及び資本的支出等の資金需要に対して、十分な財源が存在すると考えております。

　

(2) 経営成績の分析

①　売上高

当第２四半期連結会計期間の売上高は、384,605千円と堅調に推移いたしました。HomeIT事業におい

て、新規物件より既存物件にターゲットをかえることにより、売上高は257,372千円となり、おおむね堅

調に推移いたしました。

一方、システム開発事業につきましては、既存取引先の縮小、新規取引先獲得の遅れもあり、売上高

121,103千円と減少いたしました。

その他事業の売上として、6,129千円となりました。

②　売上総利益

HomeIT事業において、89,152千円、システム開発事業において、13,526千円、その他事業において、

2,302千円となり、その結果、売上総利益は104,981千円となりました。

③　販売費及び一般管理費

引き続き経費削減および外注先等の見直しをおこない、HomeIT事業において52,539千円、システム開

発事業において32,299千円、その他事業において1,895千円となり、その結果、販売費及び一般管理費合

計は86,734千円となりました。

④　営業利益

売上高が減少した一方で、販管費及び一般管理費が増加したことにより、営業利益はHomeIT事業にお

いて、36,785千円、システム開発事業において△19,867千円、その他事業において、406千円となり、その

結果、営業利益合計は17,325千円となりました。

⑤　経常損益

業界を取り巻く環境が厳しくなる中、徹底した経費削減および外注先等の見直しを行ったことによ

り、経常利益は16,983千円となりました。

⑥　四半期純損益

当第２四半期連結会計期間の四半期純利益は10,816千円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ127,546千円増加

し、546,240千円となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、次のとおり

であります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間において営業活動の結果増加した資金は196,748千円となりました。これ

は主に、税金等調整前四半期純利益が19,512千円、減価償却費8,057千円、のれん償却費5,853千円、売上

債権の減少が235,628千円、仕入債務の減少が73,017千円になったことによるものです。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、33,430千円となりました。これ
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は主に、子会社取得費用16,473千円、マンションISP事業におけるネットワーク機器等の有形・無形固

定資産の取得による支出14,567千円によるものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間において財務活動の結果増加した資金は、33,534千円となりました。これ

は主に、借入金の返済による支出32,184千円、配当金の支払1,350千円によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

　

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

該当事項はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社ギガプライズ(E05650)

四半期報告書

10/44



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 51,732

計 51,732

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,097 14,097
名古屋証券取引所
（セントレックス）

単元株制度を採用しておりま
せん。

計 14,097 14,097 ― ―

(注)  提出日現在の発行数には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。

①　平成17年３月10日臨時総会で決議された取締役及び従業員に対する新株予約権

　

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 97

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 97

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000(注２)

新株予約権の行使期間
　平成19年４月１日～
平成26年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　50,000
資本組入額　　25,000

新株予約権の行使の条件 (注３)

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　　また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３　新株予約権の行使の条件に関する事項につきましては、次のとおりであります。

　①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相続によ

り新株予約権を取得した場合はこの限りではない。

　②新株予約権発行時に割当を受けた新株予約権者は、新株予約権行使時においても当社、当社子会社または当会

社の関係会社の役員または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な

理由のある場合ならびに相続により新株予約権を取得した場合はこの限りでない。

　③その他の権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議により決定するものとする。
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②　平成17年３月10日臨時総会で決議された株主以外の者に対する新株予約権

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 118

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 118

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000(注２)

新株予約権の行使期間
  平成17年４月１日～
平成26年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　50,000
資本組入額　　25,000

新株予約権の行使の条件 (注３)

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　　また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３　新株予約権の行使の条件に関する事項につきましては、次のとおりであります。

　①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相続によ

り新株予約権を取得した場合はこの限りではない。

　②新株予約権発行時に割当を受けた新株予約権者は、新株予約権の行使に先立ち、当該行使に係る新株予約権の

数および行使の時期について、当社取締役会の承認を要するものとする。

　③その他の権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議により決定するものとする。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年９月30日 － 14,097 － 191,935 － 112,130

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

メディアエクスチェンジ株式会社 東京都豊島区東池袋３丁目１番１号 7,310 51.86

下津　弘享 東京都中央区 3,027 21.47

松本　泰三 東京都台東区 970 6.88

佐々木　強男 千葉県浦安市 209 1.48

株式会社ファイバーゲート
北海道札幌市中央区南一条西７丁目２１番１
号

147 1.04

平川　寛久 埼玉県越谷市 106 0.75

高橋　研 東京都渋谷区 100 0.71

KDDI株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目３番２号 80 0.57

佐藤　寿洋 千葉県浦安市 58 0.41

遠藤　紀明 東京都港区 55 0.39

計 ― 12,062 85.56

(注) １  当社は、期末日現在自己株式を1,250株（8.87%）所有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

２　メディアエクスチェンジ株式会社は、平成22年９月１日にフリービットクラウド株式会社に社名を変更してお

ります。また東京都渋谷区円山町３番６号に住所を変更しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　1,250

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 　12,847 12,847
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 14,097 ― ―

総株主の議決権 ― 12,847 ―

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ギガプライズ

東京都渋谷区円山町３番
６号

1,250 － 1,250 8.87

計 ― 1,250 － 1,250 8.87

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 68,00080,00084,50070,00070,00077,500

最低(円) 65,00076,00080,00070,00070,00068,500

(注)　株価は、名古屋証券取引所（セントレックス）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）については、四半期連結財務諸表の作成

初年度であるため、前連結会計年度末に係る要約連結貸借対照表、前第２四半期連結会計期間及び前第２四

半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書及び前第２四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書については記載しておりません。

また、前連結会計年度末に係る要約連結貸借対照表に代えて提出会社の前事業年度末に係る要約貸

借対照表、前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書及び前

第２四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書に代えて提出会社の前第２四半期会

計期間及び前第２四半期累計期間に係る四半期損益計算書及び前第２四半期累計期間に係る四半期キャッ

シュ・フロー計算書を記載しております。

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び

当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】
【当第２四半期連結会計期間末】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 546,240

受取手形及び売掛金 262,567

商品及び製品 1,050

仕掛品 9,807

原材料及び貯蔵品 5,917

その他 25,127

貸倒引当金 △8,840

流動資産合計 841,870

固定資産

有形固定資産 ※1
 104,991

無形固定資産

のれん 82,730

その他 21,046

無形固定資産合計 103,777

投資その他の資産 ※2
 24,729

固定資産合計 233,497

資産合計 1,075,368

負債の部

流動負債

買掛金 40,972

1年内返済予定の長期借入金 135,136

未払法人税等 35,056

その他 71,468

流動負債合計 282,632

固定負債

長期借入金 215,095

資産除去債務 5,004

固定負債合計 220,099

負債合計 502,732
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 191,935

資本剰余金 112,130

利益剰余金 375,494

自己株式 △107,355

株主資本合計 572,204

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 432

評価・換算差額等合計 432

純資産合計 572,636

負債純資産合計 1,075,368
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【前事業年度末】
(単位：千円)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 425,924

受取手形及び売掛金 345,982

仕掛品 26,233

原材料及び貯蔵品 3,534

繰延税金資産 6,418

その他 20,348

貸倒引当金 △10,884

流動資産合計 817,557

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 31,589

減価償却累計額 △3,315

建物（純額） 28,273

車両運搬具 ※1
 2,703

減価償却累計額 △2,567

車両運搬具（純額） 135

工具、器具及び備品 ※1
 121,430

減価償却累計額 △82,866

工具、器具及び備品（純額） 38,563

土地 26,443

有形固定資産合計 93,416

無形固定資産

のれん 68,601

ソフトウエア 9,248

その他 485

無形固定資産合計 78,336

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 10,762

繰延税金資産 978

その他 11,930

貸倒引当金 △5,990

投資その他の資産合計 17,681

固定資産合計 189,434

資産合計 1,006,991
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(単位：千円)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 121,981

1年内償還予定の社債 200,000

1年内返済予定の長期借入金 43,400

未払金 19,237

未払法人税等 11,965

前受金 13,353

預り金 8,755

その他 13,456

流動負債合計 432,149

固定負債

長期借入金 33,200

固定負債合計 33,200

負債合計 465,349

純資産の部

株主資本

資本金 191,935

資本剰余金 112,130

利益剰余金 344,582

自己株式 △107,355

株主資本合計 541,291

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 349

評価・換算差額等合計 349

純資産合計 541,641

負債純資産合計 1,006,991
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(2)【四半期連結損益計算書】
【当第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 936,359

売上原価 699,339

売上総利益 237,019

販売費及び一般管理費 ※
 163,738

営業利益 73,281

営業外収益

受取利息 281

受取家賃 780

保険解約返戻金 2,206

その他 105

営業外収益合計 3,374

営業外費用

支払利息 2,193

その他 408

営業外費用合計 2,602

経常利益 74,053

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,680

特別利益合計 1,680

特別損失

固定資産売却損 73

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 76

特別損失合計 150

税金等調整前四半期純利益 75,583

法人税、住民税及び事業税 33,245

法人税等調整額 △1,422

法人税等合計 31,823

少数株主損益調整前四半期純利益 43,759

四半期純利益 43,759
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【前第２四半期累計期間】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 896,270

売上原価 697,870

売上総利益 198,400

販売費及び一般管理費 ※
 159,320

営業利益 39,079

営業外収益

受取利息 240

受取家賃 780

その他 216

営業外収益合計 1,237

営業外費用

支払利息 2,904

支払手数料 417

その他 34

営業外費用合計 3,356

経常利益 36,960

特別利益

貸倒引当金戻入額 682

特別利益合計 682

税引前四半期純利益 37,642

法人税、住民税及び事業税 15,352

法人税等調整額 1,554

法人税等合計 16,907

四半期純利益 20,735
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【当第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 384,605

売上原価 279,624

売上総利益 104,981

販売費及び一般管理費 ※
 87,655

営業利益 17,325

営業外収益

受取利息 154

受取家賃 390

その他 97

営業外収益合計 642

営業外費用

支払利息 974

その他 9

営業外費用合計 984

経常利益 16,983

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,602

特別利益合計 2,602

特別損失

固定資産売却損 73

特別損失合計 73

税金等調整前四半期純利益 19,512

法人税、住民税及び事業税 9,129

法人税等調整額 △434

法人税等合計 8,695

少数株主損益調整前四半期純利益 10,816

四半期純利益 10,816
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【前第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 509,346

売上原価 406,271

売上総利益 103,075

販売費及び一般管理費 ※
 74,255

営業利益 28,820

営業外収益

受取利息 161

受取家賃 390

その他 103

営業外収益合計 654

営業外費用

支払利息 1,398

支払手数料 201

その他 1

営業外費用合計 1,601

経常利益 27,874

特別利益

貸倒引当金戻入額 682

特別利益合計 682

税引前四半期純利益 28,556

法人税、住民税及び事業税 13,004

法人税等調整額 △358

法人税等合計 12,646

四半期純利益 15,910
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
【当第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 75,583

減価償却費 14,480

のれん償却額 10,476

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,044

受取利息及び受取配当金 △281

支払利息及び社債利息 2,193

売上債権の増減額（△は増加） 93,777

たな卸資産の増減額（△は増加） 12,992

仕入債務の増減額（△は減少） △81,476

その他 10,755

小計 136,456

利息及び配当金の受取額 196

利息の支払額 △2,673

法人税等の支払額 △9,098

営業活動によるキャッシュ・フロー 124,880

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △17,076

無形固定資産の取得による支出 △13,988

差入保証金の回収による収入 2,020

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△16,473

その他 △714

投資活動によるキャッシュ・フロー △46,231

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △10,000

長期借入れによる収入 300,000

長期借入金の返済による支出 △35,534

社債の償還による支出 △200,000

配当金の支払額 △12,799

財務活動によるキャッシュ・フロー 41,666

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 120,315

現金及び現金同等物の期首残高 425,924

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 546,240
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【前第２四半期累計期間】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 37,642

減価償却費 10,470

のれん償却額 9,245

貸倒引当金の増減額（△は減少） △560

受取利息及び受取配当金 △228

支払利息及び社債利息 2,904

売上債権の増減額（△は増加） △19,373

たな卸資産の増減額（△は増加） 19,139

仕入債務の増減額（△は減少） △68,684

その他 △8,202

小計 △17,646

利息及び配当金の受取額 143

利息の支払額 △2,874

法人税等の支払額 △19,548

営業活動によるキャッシュ・フロー △39,926

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,627

無形固定資産の取得による支出 △475

預り保証金の受入による収入 2,957

その他 △925

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,070

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △26,700

株式の発行による収入 150

自己株式の取得による支出 △2,158

配当金の支払額 △12,871

財務活動によるキャッシュ・フロー △41,580

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △86,578

現金及び現金同等物の期首残高 505,273

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 418,694
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【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
　（1）連結子会社の数　１社
　　　 株式会社ESP
       当第２四半期連結会計期間より、新たに取得した株式会社ESPを連結の範囲に含めております。
　（2）非連結子会社の名称等
　　　 該当事項はありません。
２．持分法の適用に関する事項
　　  該当事項はありません。
３．連結子会社の事業年度等に関する事項
      連結子会社である株式会社ESPの決算日は６月30日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、四半期
　　連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。
４．会計処理基準に関する事項
　（1）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　 時価のあるもの
　　　　 四半期決算期末日の市場原価等に基づく時価法によっております。
　　　 時価のないもの
　　　　 移動平均法による原価法によっております。
　（2）デリバティブ等の評価基準及び評価方法
　　　 時価法によっております。
　（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　 原材料、仕掛品
　　　　 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
　（4）固定資産の減価償却の方法
　　　 ① 有形固定資産
　　　　　定率法を採用しております。なお、耐用年数については下記のとおりであります。
　　　　　建物　　　　　　　　　　10～47年
　　　　　車両運搬具　　　　　　　２～６年
　　　　　工具器具及び備品具　　　４～10年
　　　　　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年か
          ら５年間で均等償却する方法によっております。
　 　  ② 無形固定資産
　　　　　定率法を採用しております。
　　　　  なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。
　 　  ③ 長期前払費用
　　　　　定額法によっております。
　（5）引当金の計上基準
　　　 貸倒引当金
　　　　 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
　　　 債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
　（6）ヘッジ会計の方法
　　　 ① ヘッジ会計の方法
          金利スワップ取引について、評価差額を当期の損益として処理しています。なお、特例処理の要件を
          満たしている取引は、特例処理を採用しております。
　　　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象
          ヘッジ手段　金利スワップ取引
          ヘッジ対象　市場金利変動型の借入金利息
　　　 ③ ヘッジ方針
          金利変動による収益への影響をヘッジする目的で金利スワップ取引を行っております。
　　　 ④ ヘッジの有効性評価の方法
          ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額などを基礎にして
          判断しております。なお、金利スワップの特例処理の要件を満たしている場合は、有効性の判定を省
          略しております。
　（7）その他四半期連結財務諸表作成のための重要な事項
　　　 消費税等の会計処理
　　　　 税抜方式を採用しております。
　（8）のれんの償却に関する事項
　　　 のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間（５～７年間）の定額法により償却を
　　　 行っております。
５．四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし
    か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 　　98,748千円

 
※２　宅地建物取引業法に基づく営業保証金として投
　　　資有価証券10,612千円を東京法務局に供託して
　　　おります。

（注）当第２四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表の作成を始めたため、前連結会計年度末は記載しておりませ

ん。なお、前連結会計年度末に代え、提出会社の前事業年度末を以下に記載しております。

　

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 　　88,749千円

※２　宅地建物取引業法に基づく営業保証金として投

　　  資有価証券10,462千円を東京法務局に供託して

      おります。
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※　　販売費及び一般管理費のうち主要なもの

給与手当 51,871千円

　 　
 

（注）当第２四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表の作成を始めたため、前第２四半期連結累計期間は記載して

おりません。なお、前第２四半期連結累計期間に代え、提出会社の前第２四半期累計期間を以下に記載しておりま

す。
　

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※　　販売費及び一般管理費のうち主要なもの

給与手当 56,438千円

貸倒引当金繰入額 122千円

 

　

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

※　　販売費及び一般管理費のうち主要なもの

給与手当 27,189千円

　 　
 

（注）当第２四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表の作成を始めたため、前第２四半期連結会計期間は記載して

おりません。なお、前第２四半期連結会計期間に代え、提出会社の前第２四半期会計期間を以下に記載しておりま

す。
　

前第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

※　　販売費及び一般管理費のうち主要なもの

給与手当 27,762千円

貸倒引当金繰入額 914千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

現金及び預金 546,240千円

預入期間が３か月超の定期預金 ―

現金及び現金同等物 546,240千円

（注）当第２四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表の作成を始めたため、前第２四半期連結累計期間は記載して

おりません。なお、前第２四半期連結累計期間に代え、提出会社の前第２四半期累計期間を以下に記載しておりま

す。

　

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

※　現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残高

と当第２四半期貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係（平成21年９月30日現在）

 

現金及び預金 418,694千円

預入期間が３か月超の定期預金 ―

現金及び現金同等物 418,694千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年９月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 14,097

　

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,250

　

　

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　　　該当事項はありません。

　

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 12,847 1,000平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象になっており

ます。

当社グループは本社にサービス別の事業部を置き、各事業部は取り扱うサービスについて国内の包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは事業部を基礎としたサービス別セグメントから構成されており、「HomeIT事業」

及び「システム開発事業」の２つを報告セグメントとしております。

「HomeIT事業」は、マンション居住者向けにISPサービス及び生活総合支援ASPサービスを提供し、法人向

けにMSPサービスやホスティングサービス等のネットワークサービスを提供しております。「システム開発

事業」は、大手システムベンダーからエンドユーザーまでの幅広い事業者から、様々なアプリケーションソ

フトの販売及び開発受託を行っております。

　

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他事業
（注）

合計
HomeIT事業

システム開発
事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 454,659 469,331 923,990 12,368 936,359

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

862 ― ― ― 862

計 455,521 469,331 923,990 12,368 937,222

セグメント利益 52,731 19,895 72,626 655 73,281

(注) その他は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、派遣事業を含んでおります。
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当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他事業
（注）

合計
HomeIT事業

システム開発
事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 257,372 121,103 378,475 6,129 384,605

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

862 ― ― ― 862

計 258,234 121,103 378,475 6,129 385,468

セグメント利益又は損失
（△）

36,785 △19,867 16,918 406 17,325

(注) その他は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、派遣事業を含んでおります。

　

３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 72,626

「その他」の区分の利益 655

四半期連結損益計算書の営業利益 73,281

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 16,918

「その他」の区分の利益 406

四半期連結損益計算書の営業利益 17,325
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(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

(株式会社ESPの連結子会社化)

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形

　　式、結合後企業の名称及び取得した議決権比率

  ① 被取得企業の名称

 株式会社ESP

  ② 事業の内容

 不動産賃貸管理ソフトの開発・販売・保守等

  ③ 企業結合を行った理由

 HomeIT事業及びシステム開発事業の強化

　④ 企業結合日

 平成22年７月９日

  ⑤ 企業結合の法的形式

 株式取得

  ⑥ 結合後企業の名称

 株式会社ESP

  ⑦ 取得した議決権比率

 100%

　

２．四半期連結会計期間及び四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企

　　業の業績の期間

平成22年７月１日から平成22年９月30日まで

　

３．取得した事業の取得原価及びその内訳

　 取得の対価 現金 20,000千円

　 取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 1,533　〃

　 取得原価 　 21,533千円

　

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

　 24,605千円

② 発生原因

　 今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力の合理的な見積りにより発生したもの

　 であります。

③ 償却方法及び償却期間

   ５年間にわたる均等償却
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５．企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 17,537千円

固定資産 5,321千円

資産計 22,859千円

流動負債 16,766千円

固定負債 9,165千円

負債計 25,931千円

　

(フリービットクラウド株式会社からの事業の譲受)

１．対象となった事業の名称及びその事業内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の

　　名称及び取引の目的を含む取引の概要

① 対象となった事業の名称及びその事業内容

　 当社の親会社であるフリービットクラウド株式会社のフレッツサービス事業

② 企業結合日

   平成22年８月１日

③ 企業結合の法的形式

   当社を承継会社とする事業譲渡

④ 結合後企業の名称

   株式会社ギガプライズ

⑤ 取引の目的を含む取引の概要

　　当社は、分譲・賃貸マンション向けにISP事業を展開しており、当該事業のコスト削減及

　　び提供サービスの多様化を目的に、事業譲受を行っております。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基

づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

　

EDINET提出書類

株式会社ギガプライズ(E05650)

四半期報告書

35/44



　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

　 　

　 44,573.53円
　

(注) １  当第２四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表の作成を始めたため、前連結会計年度末は記載しており

ません。なお、前連結会計年度末に代え、提出会社の前事業年度末を以下に記載しております。

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成22年９月30日)

純資産の部の合計額(千円) 572,636

普通株式に係る純資産額(千円) 572,636

差額の主な内訳(千円) 　

  新株予約権 －

  少数株主持分 －

普通株式の発行済株式数(株) 14,097

普通株式の自己株式数(株) 1,250

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株) 12,847

　

前事業年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 42,160.93円
　

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
前事業年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 541,641

普通株式に係る純資産額(千円) 541,641

差額の主な内訳(千円) 　

  新株予約権 －

普通株式の発行済株式数(株) 14,097

普通株式の自己株式数(株) 1,250

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株) 12,847
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２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間
　

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 3,406.20円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

3,388.45円
　

(注) １　当第２四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表の作成を始めたため、前連結会計年度末は記載しておりま

せん。なお、前連結会計年度末に代え、提出会社の前事業年度末を以下に記載しております。

２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 43,759

普通株式に係る四半期純利益(千円 43,759

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 12,847

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　

四半期純利益調整額(千円) －

普通株式増加数(株) 67

（うち新株予約権） （67）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の
概要

－
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前第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 1,608.56円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

1,595.65円
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 20,735

普通株式に係る四半期純利益(千円) 20,735

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 12,890

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　

四半期純利益調整額(千円) －

普通株式増加数(株) 104

（うち新株予約権） （104）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前事業年度末から重要な変動がある場合の概要

－
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第２四半期連結会計期間

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 841.98円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

837.80円
　

(注) １　当第２四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表の作成を始めたため、前第２四半期連結会計期間は記載し

ておりません。なお、前第２四半期連結会計期間に代え、提出会社の前第２四半期会計期間を以下に記載して

おります。

２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 10,816

普通株式に係る四半期純利益(千円) 10,816

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 12,847

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　

四半期純利益調整額(千円) －

普通株式増加数(株) 64

（うち新株予約権） （64）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の
概要

－
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前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 1,235.05円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

1,225.63円
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 15,910

普通株式に係る四半期純利益(千円) 15,910

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 12,882

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　

四半期純利益調整額(千円) －

普通株式増加数(株) 99

（うち新株予約権） （99）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前事業年度末から重要な変動がある場合の概要

－
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(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

（自己株式の取得）

当社は、平成22年10月26日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替え

て適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

１．理由

　　　機動的な資本政策及び総合的な株主還元策を遂行する為

２．取得する株式の種類

　普通株式

３．取得する株式の数

　　　300株（上限）

４．株式取得価額の総額

　30,000千円（上限）

５．株式取得価額の時期

　　　平成22年10月27日～平成23年３月31日

６．取得の方法

　市場買付

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月６日

株式会社ギガプライズ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　北　　方　　宏　　樹　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　澄　　直　　史　　印

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ギガプライズの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第14期事業年度の第２四半期会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ギガプライズの平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月８日

株式会社　ギガプライズ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　北　　方　　宏　　樹　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　澄　　直　　史　　印

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ギガプライズの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ギガプライズ及び連結子会社の平成

22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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